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学生の自己調整学習を支援するセルフモニタリングシステム検討 
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概要： 我々は研究活動を行っている大学生の自己調整学習を，セルフモニタリングを使用して支援を行うことを目指している．自己調整

学習に不慣れな大学生の特徴を明確化する為，17 名の学生を分析した．分析した学生の性格から，自己著製学習に不慣れな大学生のペル
ソナを 2 種類抽出し，研究活動におけるステップの仮説を構築した．構築した仮説から，学生に研究活動を促進するセルフモニタリング
を促す，通知システムを構築した．通知方法は大学構内での滞在場所を基に通知を行い，セルフモニタリングさせるものである．大学生

4 名に対して 1 週間のユーザテストを行った．その結果，セルフモニタリングの回答結果から，”論文調査”などの準備段階の推定が示唆
された．また，セルフモニタリングを行わせることで，研究にかかわる行動と研究を行う意識を促進することが示唆された． 
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1. 背景   

大学生の多くは，在学中に研究室に配属され，研究を行

う．研究は，大学生がこれまでに経験してきたと考えられ

る講義を受講して知識を会得する形態の学習とは異なり，

主体的な学業活動が求められる．具体的には，学生自身で

研究課題や達成すべき目標を設定し，主体的に問題解決に

向けて取り組む必要がある． 
学生などの学習者が主体的に学業に取り組むことは，

「自己調整学習」と呼ばれ，研究が行われている．自己調

整学習はいくつかの理論的観点で研究されているが，社会

的認知理論の中では「学習目標の達成に向けて，自らの行

動や思想を組織的に適応していくような学習のこと」とさ

れている[3]．自己調整力の向上により，学習者の学習成績

の向上[4]や，学習の先延ばしが減少することが報告されて

いる[5]．しかし，自己調整に不慣れな学習者には，支援が

必要である[6]．これらのことを踏まえて，我々は，研究活

動を行なっている学生の自己調整学習支援を目指している． 
 

2. 先行研究 

自己調整学習は循環過程で説明されている．その過程は

目標設定などの予見の段階，実際に学習方略を用いて学習

を行う遂行制御段階，最後に行った学習について評価を行

う自己省察の段階という大きく分けた 3 段階で構成されて

いる[3]．介入や教育を行うためには，この 3 段階のうち学

習者がどの位置にいるのかという学習段階と，どの段階が

学習者にとって得意な段階で，どの段階が苦手なのかとい
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った個性を考慮することが重要である． 
 次に学習者支援を目指した従来の検討事例を紹介する．

1 つ目は中学生を対象として，授業のポートフォリオを用

いた学習支援の研究である．この研究では授業計画を実験

者が作成し，それに従って，実験協力者に学習を行っても

らう．また，1 か月に 1 回程度学習の振り返りや，自己調

整学習の指導を行った．その結果，学習意欲の向上や計画

性の向上など，自己調整学習に重要な能力が強化される可

能性が示唆された[6]．2 つ目は学習者の予定と学習情報を

取得して，学習スケジュールを立案するシステムである．

大学生の実験協力者に使用したところ，進捗管理を行うた

めによいといった意見が得られた．しかし，実施状況を継

続して記録した実験協力者がおらず，記録することが面倒

であるとの意見が出た[7]． 
 従来の学習者支援方法では，学習者の負担が大きく，学

習スケジュールや計画を実験者側が作成してしまうため，

学習者の学習に対する主体性を育むには不向きであると考

えた．また，学習者の学習段階を考慮した検討は行われて

いない． 
 

3. コンセプト 

本研究では，学生の自己調整学習支援に向けて，先行研

究で課題であった，“学習者の主体性を育むこと”と“学習

者の学習段階の考慮”を目指す．これら 2 つの目的を満た

すために，我々はセルフモニタリングに着目した． 
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社会的認知論の中で，自己調整力の向上にはセルフモニ

タリングが有効であるとされている[11]．セルフモニタリ

ングは，学習者が自己の現在の状態を目標と照らし合わせ，

その差異を学習者自身で認識する活動のことを指す．セル

フモニタリングを行うことで，学習者は目標と現在の状態

との不一致を修正するために，行動や認知を統制すること

が明らかになっている．他にも，セルフモニタリングを正

確に行うことで，学習成績の向上に繋がる[12]とされてい

る．しかし，セルフモニタリングを正確に行うには，訓練

が必要である．従って，セルフモニタリングを支援するこ

とで，学習者の自己調整力を向上させられると考えられる． 
これまでにセルフモニタリングに関する様々な研究が

行われてきた．しかし，従来のセルフモニタリングは与え

られた課題に対して，短期間でどれだけのことができるの

か，どういった作業をしたかをモニタリングするものであ

った．具体的には，作業の記録と次の作業目標を立てさせ

るものであった．研究活動など中長期間の目標に対するセ

ルフモニタリングは工夫が必要であると考えられる． 
これらのことを踏まえ，我々は学習者の研究活動におけ

る自己調整力を向上に向けたセルフモニタリングシステム

を提案する． 
 

4. 学習者の特徴抽出 

4.1 支援対象者の特徴評価シート作成 
著者らの所属する研究室に現在所属している学生，また

は卒業から 3 年以内の OB/OG 学生，計 17 名を対象に研究

に対する価値観や行動パターンを分類するため評価シート

を作成した． 
初めに，学習段階における予見の段階に対応する項目を

作成した．1 つめに「目標」の項目を作成した．これは，大

学生活において，研究室の所属を「単位の取得」「卒業資格

の取得」と捉えているのか，または「人生経験」「研究職に

就くため」と捉えているかに関わると考えたためである．

また，現段階では将来設計はないが，悩んでいるように感

じられるという項目も設けた．2 つめに研究に対する意識

を評価する「研究の位置付け」という項目を設けた．これ

は，研究を単位取得のために行なっているのか，自身の興

味のために行なっているのかを評価するためである． 
次に，学習段階における遂行制御段階に対応する項目を

作成した．特に，研究に対する意識を評価する項目を設定

し，大きな分類として，アイデアを出すのが得意な「アイ

デア優先型」と，淡々と作業をこなすことが得意な「作業

優先型」の 2 分類を用意した．また，研究課題を設定する

際に，指導教員からの指示や意見を待つことが多い性格か，

自ら提案することが多い性格かを評価した． 
自己省察の段階に対応する項目として，対象学生は「プ

ロセス重視」か，「結果重視」かの 2 分類を設けた． 
最後に，コミュニケーションに対する姿勢を評価する項

目を設けた．指導教員に対して悩みを打ち明けてくるタイ

プか，自分で抱え込んでしまうタイプか，友人とのコミュ

ニケーションは円滑に行なっているか，等を評価する項目

を設けた． 
4.2 支援対象者の特徴分類 

前節によって作成した印象評価シートを用いて，学生 17
名の印象評価を行う．評価者は，対象者と関わりのあるも

のとし，研究室の指導教員 2 名，及び，研究室に所属して

いる学生 2 名の計 4 名にて行なった． 
初めに，評価者は印象評価シートを用いて，17 名それぞ

れの印象を評価した．次に教員 2 名は教員同士で，学生 2
名は学生同士で，印象評価の合意を形成した．最後に教員

と学生で合意形成を行なった．完成した印象評価シートを

表 1 に示す． 

表 1 支援対象者の特徴評価シート 
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4.3 個性のタイプ分類 
ここで目標とする自己調整学習を支援するシステムを

開発する為には対象のユーザの特性を把握する必要がある．

その手法として，大勢のユーザ候補を観察し，あるいはイ

ンタビューを行って，明確なユーザペルソナを作成するこ

とが行われる．ここでは，前節で作成した第 3 者による観

察に基づく評価シートを用いてユーザのタイプを分類する．

具体的には表 1 を数量化Ⅲ類の手法を用いて，2 つの生成

分を求めた．その結果，この主成分は「計画性」と「研究

への興味」と解釈された．この 2 軸の組み合わせにより，

4 つの分類が作成されたが，そのうち，「計画性」と「研究

への興味」の両方を備えている学生，どちらも備えていな

い学生は今回の支援の対象外とした．以上を除く以下の 2
タイプが抽出された．研究のモチベーションがあるが計画

性がないタイプ X，計画性があるが研究へのモチベーショ

ンが必ずしも高くないタイプ Y を対象として選定した． 
4.4 実験の目的と条件 

以上のタイプ分類に基づき，ペルソナ X，ペルソナ Y を

以下のように作成した． 
ペルソナ X は，学習段階における遂行制御段階の不得意

な学習者である．研究を単位取得のために行なっていると

は考えておらず，楽しく行いたいと考えている．アイデア

を発想することが好きで，指導教員との議論を行う際には

いつも新しいアイデアを提案する．一方で，研究を進める

ために，アイデアを堀さげるための作業（論文調査や，検

証実験など）をすることには不慣れな学生である．指導教

員から作業や目標を設定されても，先送りにしてしまう． 
ペルソナ Y は，学習段階における予見の段階が不得意な

学習者である．研究にはそれほど意欲的でなく，プライベ

ートのことを優先してしまう．指導教員と議論を行う際に

は，何をすれば良いかの指示を待つことが多い．アイデア

を発想することはあまり得意ではない．一方，教員に支持

された作業はこなすことができる学生である． 
 

5. 状態遷移モデルを用いたペルソナ行動仮説 

第 3 章において，学習者がセルフモニタリングを行うた

めには，自己の現在の状態と照らし合わせるための目標が

必要である．そこで，前章で構築したペルソナを元に，学

習者がセルフモニタリングを行う際に目標となる行動を設

定した．ペルソナXは，アイデアを掘り下げる作業を行い，

その上で指導教員と議論を行うこと．ペルソナ Y は，作業

計画を立てて指導教員と議論を行うことした．指導教員と

の議論を促すためには，学習者の状態遷移モデル（図 1）
を参考にすると効果的である．前章にて作成したペルソナ

X，Y を状態遷移モデルに当てはめて分析を行った． 
5.1 ペルソナ X の行動仮説 

図 1 における実行期の状態の行動仮説は，アイデアを掘

り下げて指導教員と議論を行うことである．指導教員と議

論を行った，指導教員と議論を行おうとしてやめた，等の

行動が考えられる．準備期における行動仮説は，研究室に

来てアイデアの掘り下げ方を調べたり，検証実験を計画し

たりすることが考えられる．関心期における行動仮説は，

色々なアイデアの発想を行うことである．他にも，アイデ

アを掘り下げる作業を行うつもりはあるものの，他のこと

を行なっていると考えられる． 
以下に A から G までのそれぞれの行動仮説を示す． 
A：アイデアを掘り下げて指導教員と議論を行う 
B：指導教員と議論の予定を組む 
C：指導教員と議論を行おうと思う 
D：アイデアを掘り下げる 

図 2 目標行動に向けた状態遷移モデル 
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E：アイデアの掘り下げ方を調べる 
F：アイデアを掘り下げよう思う 
G：「A」もしくは「D」をいつか行おうと思う 
以上のような行動仮説を立てた．このペルソナ X はセル

フモニタリングを行うことで，アイデアを掘り下げる作業

の必要性を意識することができる．ついつい新しいアイデ

アの発想をしてしまう自分を見直し，主体的に作業を行う

ことができるようになることを目指す． 
5.2 ペルソナ Y の行動仮説 

実行期の行動仮説は，作業計画を立てて指導教員と議論

を行うことである．準備期の行動仮説は，自主的に目標を

意識することである．友人の研究計画を参考にするなどの

行動が仮説立てられる．関心期の行動仮説は，教員から指

示のあった作業をこなしていることである．教員が計画を

立ててくれるかもしれないし，友人と比べたら自分は進捗

が出ている方だ，と考えている．以下に A から G までのそ

れぞれの行動仮説を示す． 
A：作業計画を立てて指導教員と議論を行う 
B：指導教員と議論の予定を組む 
C：指導教員と議論を行おうと思う 
D：作業計画を立てる 
E：作業計画と進捗の差異を自覚する 
F：作業計画を立てようと思う 
G：「A」もしくは「D」をいつか行おうと思う 
以上の行動仮説を立てた．ペルソナ Y は，セルフモニタ

リングを行うことで，目標設定の重要性を認識することが

できる．指導教員から指示を受ける前に，主体的に目標や

課題を設定することができるようになることを目指す． 
 

6. セルフモニタリングシステムの構築 

学習者のセルフモニタリングを支援するシステムを構

築する．第 2 章を元に，システム構築にあたって学習者の

主体性を育むこと，及び学習段階を考慮する．セルフモニ

タリングシステムのコンセプトを図 2 に示す．まず，学習

者に，スマートフォン端末（以下端末）を配布する．次に

学習者が大学構内にいる際，学習者に対して自己問診を促

す通知を行い，その回答結果を学習者の Slack アカウント

に送信する．学習者は問診へ回答することにより，自分の

目標に対しての，現在の状態を比較することが可能である．

また，Slack アカウントを開くことで回答のログを参照する

ことができ，これまでの自分の行動を見直すことができる． 
問診を促すタイミングについて説明する．学習者の在籍

する大学構内にセンサ(estimote[9])を設置した．このセンサ

は学習者の端末と接続されており，センサ範囲内（半径約

10m）に端末があるかどうか，またセンサ範囲内に端末が

あるとき，センサの加速度情報を逐次送信している．本稿

では，学習者がある行動を終えたタイミングを狙って問診

を促すために，教室間移動のタイミングで通知を行なった． 
 次に，学習者に回答を促す質問項目を以下に示す． 
①前回の通知が来てから何をしていたか最も当てはまる

選択項目は何ですか？（行動項目から選択） 
②前回の通知が来てから何をしていたか 2 番目に当ては

まる選択項目は何ですか？（行動項目から選択） 
③前回の通知が来てから今までの間やっておいた方がよ

かったと思う行動は何ですか？（行動項目から選択） 
④いまから、やった方がいいと思う行動は何ですか？（行

動項目から選択） 
⑤上記のやった方がいいと思う行動に対して抱いている

印象はどれですか？（心理項目から選択） 
以下に行動項目を示す． 
・考える，悩む 
・アクションプラン作成 
・ユーザ調査 
・市場調査 
・論文調査 
・設定課題の整理 
・ターゲットユーザの整理 
・アイデア出し（発散） 
・アイデアの整理（収束） 
・議論資料作成 
・プロトタイプ作成（WOZ 作成，ストーリボード，ペー

パプロト，実装） 
・実験 
・先生への相談，議論 
・先輩への相談，議論 
・議論のアポを取る 
・アンケート調査，ヒアリング 
・実験結果の分析 
・研究以外のこと（仮眠・食事・ゲーム） 
・自由記述 図 2 システムフローチャート 
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以下に心理項目を示す． 
・面白いと感じる 
・面白いと感じない 
・満足感が得られる 
・満足感が得られない 
・興味が持てる 
・興味が持てない 
 ・好奇心が湧く 
・好奇心が湧かない 
・楽しい 
・楽しくない 
・どれでもない 

学習者は，以上の項目から選択して回答を行う． 
 

7. 実験と結果 

7.1 実験手法 
システムの効果検証のため実験を行う．本実験の目的は

主に 2 つである． 
１． 自己問診によるセルフモニタリングによって，目標行

動の促進が可能であるのか． 
２． 作成したペルソナの行動仮説は実際に観測されるか． 
 実験協力者は著者の研究室に所属する学部 3 年生 4 名

（男性 4 名）で，それぞれを ID1，ID2，ID3，ID4 とした．

また，ID1 と ID4 はペルソナ X に相当する個性を持ち， 
ID2 と ID3 はペルソナ Y に相当する個性を持っていた．実

験期間は 2019 年 3 月 5 日～3 月 21 日であった．また，実

験期間中大学は冬季休業中であったが，実験協力者の参加

が必要なゼミ活動が週 2 回あった．ゼミ活動以外の投稿は

実験協力者の判断によるものとした． 
7.2 行動促進結果 

まず，セルフモニタリングシステムによって，目標行動

の促進ができたのかを示す．問診④の「今からやった方が

いいと思う行動は何ですか？」に回答している行動が，次

に回答した問診①，②の「前回の通知が来てから何をして

いたか？」に回答している行動と一致している場合は，行

動が促進されたと判断する． 
上記条件で行動が促進されたと判断された事例を表 2 に

示す．促進された行動は“議論資料作成”，“考える，悩む”，

“アクションプラン作成”の 3 つの行動のみであった．ま

た，行動が促進されていないことは，“実験”，“プロトタイ

プ作成（WOZ 作成，実装）”,”議論のアポを取る”，”先生

への相談・議論”，“アイデアの整理（収束）”，“アンケート

調査・ヒアリング”，“アクションプラン作成”であった． 
次に，行動促進がどの程度の頻度で発生していたのかを

示すために，全体の回答数と行動促進された回数を表 3 に

示す．表 3 に示す通り，全体の回答数から比べると，行動

が促進された回数は少ないといえる． 
次に，行動促進に関して，問診に回答することで学習者

の意識が変化していたのかをインタビューの結果から示す．

インタビューで，「問診に回答することで，自分の行動を見

直すきっかけになったか」と質問したところ，全員が「自

分が今，していた行動の見直しになった」と回答した．ま

た，ID1 と ID4 が「行動をしなくちゃいけないなという意

表 2 行動が促進された前後の回答一覧 

表 3 目標行動促進回数 

ID1 ID3
全体の回答数 13 全体の回答数 9
行動促進回数 2 行動促進回数 1

ID2 ID4
全体の回答数 14 全体の回答数 21
行動促進回数 2 行動促進回数 2
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識をした」と回答した．よって，行動の見直しにはなる

が，全員が意識の変化までは至っていないことが分かった． 
7.3 システムの使用状況 

今回のシステムを使用することによる学習者の負担が

どの程度であったかを示すために，インタビュー結果を示

す．インタビューで「質問に回答する際にどういった気持

ちを抱いたか？」と質問したところ，全員から「事務的に

回答していた．」と回答があった．また，ID1 と ID4 は「シ

ステムの自由記述の部分の入力がしにくかった．それが入

力のストレスになる．」と回答があった． 
今回のシステムで slack に回答の内容を送るようにして

いたが，送られた slack をどのように利用していたのかを

インタビューの結果から示す．インタビューで「slack を見

ていましたか？」と質問したところ，ID1 以外から「初め

の数回は見ていたが，ほとんど見ていなかった．」と回答が

あった．ID1 は「夕方の問診を回答する際に，slack を確認

していた．」と回答していた． 
7.4 ペルソナごとの行動仮説の推定結果 

まず，今回のシステムで得られた情報から，どのように

ペルソナごとの A-G 行動仮説を推定するのかを示す．まず，

やったことは質問 A,B を使用する．次にやっておいた方が

良かった事は質問③の回答を利用する．最後にやっておい

た方が良いことは質問④の回答を利用する．その為，前後

2 つの回答をセットにして推定を行う形となる．また，期

の推定に関しては 1 日の行動をセットにして判断を行う．

理由は単体の行動のみであると，実行期と準備期の判定が

難しいからである． 
まず，上記で設定した推定条件を基に，ペルソナ X の A-

G 行動仮説が表 3 の結果から，A-G の行動推定が可能かを

示す．まず，ID1 の場合この日の行動は“論文調査”がメ

インであった．そして，質問 C には“論文調査”と“議論

資料作成”を挙げていた．また，質問④には“議論資料作

成”と“市場調査”を挙げていた．この状態から推定する

と，この日 1 日 E の状態にいることが推定できる．そして，

“議論資料作成”を行おうと思ったが行動しなかったこと

から，阻害要因によって行動が阻害されていることが推定

できる． 
次に ID4 の場合は 1 日の行動は“論文調査”と“設定課

題の整理”が主で，最後に“議論資料作成”を行っていた．

そして質問 C ではすべて“論文調査”を挙げていた．また

質問 D では“考える・悩む”と，最後に“設定課題の整理”

を挙げていた．このことから，最後の行動までは状態 E で

あり，1 日の最後に状態 D に移行したと推定できる．  
次にペルソナ Y について，A-G 行動仮説を推定できるの

表 4 3 月 5 日の問診回答結果 
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かを示す．まず，ID2 は“先生への相談・議論”，“アクショ

ンプラン作成”，“論文調査”を実際の行動として行ってい

た．そして，質問③では“アクションプラン作成”，“アイ

デアの整理（収束）”，“考える・悩む”を挙げていた．また，

質問④では“アクションプラン作成”，“実験”を挙げてい

た．このことから，最初は状態 A に存在し，2 個目の回答

からは状態 D にいたと考えられる．ただし，質問④に実験

を挙げていたところが行動仮説とあっておらず，推定がで

きない点である．  
次に ID3 は“議論資料作成”，“先生への相談・議論”，“考

える・悩む”，“研究以外のこと”，自由記述として，“ゼミ

の発表を聞く”，“就職の面談”，“就活の話”を実際の行動

として行っていた．質問 C では“議論資料作成”，“研究以

外のこと”を挙げていた．また質問④では“議論資料作成”

を挙げていた．このことから，2 個目の回答の際には状態

A におり，3 個目以降の回答では推定ができないという結

果になった．なぜ 3 個目以降推定ができないのかというと，

ペルソナ Y の仮説において，議論資料を作る段階が存在し

ていないからである． 
7.5 ペルソナごとの行動の違い 

最後にペルソナ X,Y で行動の違いがあったのかを示す．

まず，ペルソナ X は表 3 を見てわかる通り，行動は主に

“論文調査”を行っていた．また，ペルソナ X は表 3 及び

全体のデータから，“先生への相談・議論”を実際の行動と

して行っていなかった．対して，ペルソナ Y は“先生への

相談・議論”を行い，“アクションプラン作成”や“議論資

料作成”などの先生へまた相談する為の準備をしている例

が行動として見られた．また，行動促進に関しては表 2 に

ある通り，ID3 のみ 1 回であるが，ペルソナの違いによっ

て行動促進の違いは見られないといえる． 
 

8. 考察 

8.1 行動促進の考察 
まず，自己問診によるセルフモニタリングによって，行

動促進が行えた行動と行動促進が行えなかった行動ついて

の考察を述べる．本実験で促進された行動と，促進されな

かった行動それぞれの行動内容を見ると，促進された行動

は一人で行動できることかつ，行動を行うまでの準備が少

ない行動であると考えられる．対して，促進されていない

行動は一人でできない行動または，行動を行うまでの準備

が多い行動である傾向にある．従って，促進された行動は

行動を行うまでの心理的ハードルが低く，促進されない行

動は行動を行うまでの心理的ハードルが高い行動であると

推察できる．よって，今回促進されなかった行動を促進す

る為には，心理的ハードルを下げるような介入が必要であ

ると考えている．また，心理的ハードルに関しては個人差

が大きく出ると考えられるため，性格の分析をより詳細に

したペルソナを作成する必要性が考えられる． 
次に本システムによる行動促進回数について考察を述

べる．実験結果から本システムによっての行動促進効果事

態は少ないと考えられる．その為，セルフモニタリングに

よる意識の変化のみでは自己調整学習の支援には不十分で

あると考えられる．従って，自己調整学習を支援する為に

は，情報提供や行動推薦など意識の変化にプラスした介入

が必要である可能性がある． 
8.2 システム使用状況についての考察 

今回のシステムを使用する際の学習者の負担感につい

て考察を述べる．実験結果から，システムを好意的に使用

していない可能性が高く，より長期の使用や実験外での使

用には課題があると考えられる．その為，指摘があった入

力の難しさの点を改善しつつ，より負担の少ない設計にす

べきであると考えられる． 
Slack の使用状況についての考察を述べる．実験結果か

ら，slack への情報記録は学習者にとって見る価値のない情

報になっていた可能性が高い．その為， slack に共有する

情報をより学習者にとって価値のあるものにする必要があ

ると考えられる．実際に今回のインタビューでも「slack に

行動推薦の情報があれば見る」などの意見が出ていた為，

システムを使用する負担感の軽減のためにも，より学習者

が長期使用する価値のあるシステムにする必要がある． 
8.3 ペルソナの行動仮説の推定についての考察 

次に，A-G 行動仮説が今回のシステムで推定可能であっ

たかについての考察を述べる．今回の実験では我々が想定

していた範囲に収まっていた学習者と，そうでない学習者

とに分かれていたと考える．具体的には ID2 は質問④に“実

験”を挙げており，テーマ設定という我々の範囲から外れ

ていると考えられる．その為，仮説範囲から外れた学習者

の推定は正確でないといえる．この点は研究自体の限界で

はあるが，仮説範囲から外れているという推定が正確に行

える必要はあると考えられる． 
また，今回立てた仮説で推定が難しかった点として，“議

論資料作成”の範囲がどの程度だったのかに疑問が残る．

今回のシステムは学習者の自己報告である為，学習者が“議

論資料作成”の一環として，“論文調査”を行っていた場合

と，単に“論文調査”をしている場合が分けられないと感

じた．これらの推定を行う工夫が必要であるといえる． 
8.4 ペルソナごとの行動の違いについての考察 

最後に今回の実験におけるペルソナごとの行動の違い

について考察を述べる．実験結果から，ペルソナごとに行

っていた行動の違いが見られたが，学習者がいた段階の違

いによっても行動が変わる為，今回の結果ではペルソナご

とに違いがあると言い切れない．その為，研究活動という

枠組みでの支援ではペルソナを使用しなくてもよいのかと

いう点に関して，長期実験で検証する必要があるといえる． 
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9. まとめと展望 

 本研究は学生の自己調整学習を促すため，セルフモニタ

リングシステムを構築した．また，従来研究では不足して

いた学習者の個性を考慮するために，ペルソナを作成し行

動仮説を構築した．その結果，セルフモニタリングシステ

ムによって，学習者の自己調整が意識的に，行動的に促進

されることが示唆された．しかし，「個人で行うことのでき

ない行動」や，「準備やステップが多い行動」は促進が困難

なことが示唆された．仮説の推定に関しては，概ね今回の

仮説とシステムによって仮説推定が可能であることが分か

った．しかし，仮説で想定していた範囲の行動から外れて

いる学習者は状態が推定できないという結果となった．ま

た，学習者が捉えている行動の範囲によって，推定の正確

さに差が生まれる事が問題となった． 
 今後の展望として，今回見られたセルフモニタリングの

みで促進できない行動に関して，メッセージやレコメンド

のような介入によって行動促進を行いたいと考えている．

仮説推定に関しては，研究活動の段階などを精査し，設定

仮説の範囲を広げていきたいと考える．そうすることで，

仮説による推定範囲が広がり，介入できる範囲が広がると

考える．上記 2 点を踏まえたうえで，新たに実験を行って

いきたい． 
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